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食品ロス発生量等解析調査

●
懇話会
全体会議
（第１回）

●
確定

●
意識調査実施

●
国食ロス基本方針
見直し策定

●
意識調査実施

●
府循環計画
見直し策定

計画素案作成
意見交換

計画見直しの
方向性検討、

関係者ヒアリング

●
懇話会
全体会議
（第２回）

⇒ 2025年３月に改定が予定されている国の基本方針を踏まえ、府の関連計画と調整を図り
ながら、食品ロスの状況、府民意識の変化、及びこれまでの取組状況の成果を検証し、府の
食品ロス削減推進計画の見直しを行う。

●
国食ロス基本方針
見直し案公表

●
計画部会
（第１回）

●
計画部会
（第2回）

●
計画部会
（第3回）

大阪府食品ロス削減計画の中間見直しに向けたスケジュール（予定）
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食品ロス発生量等解析調査
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目 的： 「大阪府食品ロス削減推進計画」の進捗管理を行う基礎資料として、大阪府域における食品ロス発生量を事業系、
家庭系ごとに推計するとともに、推計の過程から考えられる食品ロス削減の特性及び課題について取りまとめる。

対 象：◎事業系 ：府内での食品産業から排出される食品ロスの発生量
◎家庭系 ：府内の家庭から排出される食品ロスの発生量

推計方法：◎事業系：令和３年度、令和４年度大阪市「事業系一般廃棄物排出実態調査報告書」
国「食品リサイクル法に基づく定期報告の結果」の公表データ等

◎家庭系：大阪府内市町村の生活系ごみの調査結果等を用いて推計

【結果】
・府の食品ロス発生量は減少傾向（5.3万トン減少し目標まで残り5.1万トン）
・事業系は2022年度に大幅に減少（５万トン減）
・家庭系は微減～横ばい（0.3万トン減）で緩やかに減少する見込み
・全体量としては2030年に38万トンとなる見込みであり、目標まで残り5.3万トン

2019年度 2022年度 2030年度 2030（目標）

事業系 22.3 17.3 18.5 16.6

家庭系 20.8 20.5 19.5 16.1

合計 43.1 37.8 38.0 32.7

（万トン）
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食品ロス発生量等解析調査（事業系内訳）
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■事業系の内訳(2022年度)
・外食産業 ：8.2万トン （減少傾向）
・食品小売業：6.4万トン （減少傾向）
・食品製造業：２.１万トン （ほぼ横ばい）
・食品卸売業：0.６万トン （ほぼ横ばい）

・事業系は2021～2022年度に大幅に減少した
（５万トン減）が、2023年度はコロナ影響が小さ
くなるためロス量は再び増加し、その後減少する
見込み

・２０２３年度以降は再び減少し、
2030年度は18.5万トンとなる見込みで
目標の１６.６万トンまで残り1.9万トン

事業系食品ロス量推移



食ロス削減に係る府民の意識調査
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目的：「大阪府食品ロス削減推進計画」の目標に対する進捗管理のため、府民の食品ロス問題の認知度
及び削減に取り組む府民の実態を明らかにする。

対象：大阪府に居住する府民（18～69歳の男女）１０００人

調査方法：インターネット調査

実施時期：令和６年１２月

【結果】
・食品ロス問題の認知度としては2020年度と比較し横ばい
・食品ロス削減の取組を二項目以上取り組む府民の割合として2020年度から2024年度で4.5ポイント増
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食品ロス削減に係る府民の意識調査(各取組の割合)
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食品ロス削減に係る府民の意識調査(持ち帰り)
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食品ロス削減に係る府民の意識調査(期限が近い商品を選ぶきっかけ)
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【参考】食品ロス削減に向けた府の取組方針について

(1)小売店・飲食店における消費者行動による事業系食品ロスの削減
事業者単独の業務改善だけでは削減することが難しい、消費者（顧客）行動による事業系食品ロスについて、
事業者と行政が連携して啓発を行い、削減に向けて取り組んでいく。

・事業者から消費者に対する行動の呼びかけが難しく、自治体にその役割が期待されている。
・小売店での売り切り啓発では、令和4年度の実証事業で、食品廃棄量の削減効果が確認されており、
店舗側、府民からの印象も良かった。
・このため、小売店の売れ残り（賞味期限や消費期限の短い食品）や、飲食店の食べ残しについて、
事業者と連携し、店頭での売り切り、食べきり等を促進する啓発等を実施していく。

（2）事業者と連携した実証実験の実施
・今後も、意欲ある事業者と連携して取組の実証を行い、 事業者での取組み推進を図るとともに、
量的効果や課題について把握する。
・実証内容については、解析調査による事業系食ロス量の動向、パートナーシップ事業者や事業連携協定
事業者の取組を踏まえて検討していく。

（3）未利用食品の有効活用
○食品寄附の拡大支援
・今年度末に国から示されるガイドライン及び基本方針を踏まえて、府として対応する。
・市町村やパートナーシップ事業者が既に実施しているフードドライブについては、府民への周知に加え、
「もったいないやん活動隊」による労力支援（サポート）を行う。

○フードシェアビジネス（BtoB含む）の拡大支援
・基本的には民間に委ねる分野と認識しているが、連携事業者等との意見交換を踏まえて検討する。

１ 事業系食品ロス量の削減に繋がる取組
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府の有するリソースを活用し、事業者・市町村などのプレーヤーと連携し、食品ロスの認知拡大、
計画目標の達成（食品ロスの削減に取り組む府民の割合を高める、家庭系食品ロス量の削減）に向けた
啓発を展開していく。

（1）食品ロスの認知拡大に向けた広範囲な啓発
①府・事業者（大手・複数等で府域をカバー）による大規模なキャンペーンの実施
✓ スーパーと連携したキャンペーンの実施
✓ 飲食店チェーンと連携した食べきりキャンペーン（案）
✓ メーカーと連携した商品連動キャンペーン （案）など

②食品ロス削減月間（10月）における事業者・市町村活動の報道提供・広報での周知（継続）

③府HP、ポータルサイトによる周知（継続）

（2）府民の取組実践の拡大に向けた地域での対面啓発
✓ 市町村、地域店舗、活動隊、府による啓発の実施
・ポータルサイト教材、カードゲームを用いた出前講座
・イベントでのブース出展によるカードゲーム等を用いた啓発

✓ 対面による啓発が中心となり、マンパワーが必要なため、各主体や活動隊の活動を支援

✓ 地域での効果的な取組は、府が周知・横展開を支援することで、範囲の拡大を図る。

２ 家庭系食品ロス量の削減に繋がる取組（啓発戦略）

【参考】食品ロス削減に向けた府の取組方針について
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国の方針案
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国 食品ロス削減基本方針（案）の主な改正点

◇将来目標

• 事業系食品ロス量の2030年目標値を60％減に引き下げ

◇食品寄附の支援

• 未利用食品の有効活用として、フードバンク、フードドライブによる食品寄附を推奨

• 従来の手引きより詳細で対象主体を拡大した「食品寄附ガイドライン」の活用

◇食べ残し持ち帰りの普及促進

• 留意点を明確にした「食べ残し持ち帰りガイドライン」の周知

• mottECOの普及啓発による持ち帰りやすい環境の醸成

◇その他 具体的な削減方法の推進（詳細な記載が加わったもの）

• 「アップサイクル」「フードシェアリングサービス」による未利用食品の有効活用

• ローリングストックの実践による家庭系食品ロスの発生抑制

• 家庭での未利用食品（未開封）のフードドライブ活動を通じた寄附
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府 計画改正の主な論点

◇将来目標

• 事業系の食品ロス量について、2000年度（33.2万トン）比で、2030年度までに
50%（16.6万トン）削減する目標から、60％（13.3万トン）まで削減する目
標への見直し

◇事業者・消費者への取組に共通する事項

• 未利用食品の有効活用として以下を記載。

✓ 食品寄附（フードバンク、フードドライブ）

✓ アップサイクル

✓ フードシェアリングサービス

◇事業者への取組に関する事項

• POP等の店頭啓発、フードシェアリングサービス活用等の「売り切り」の取組を記載

◇消費者への取組に関する事項

• 「大学との連携」から、「大学・啓発ボランティア・事業者・市町村との連携」に拡大
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